
今治市建設工事共同企業体事務取扱要綱 

平成 17 年１月 16 日制定 

今治市要綱第 93 号 

 （趣旨） 

第１条 この要綱は、市が発注する工事（以下「市工事」という。）の競争入札又は随意契約の

見積り（以下「競争入札等」という。）に参加しようとする共同企業体に必要な資格その他市

工事の競争入札等における共同企業体の取扱いに関し必要な事項を定めるものとする。 

 （定義） 

第２条 この要綱において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところによる。 

 (１) 工事 建設業法（昭和 24 年法律第 100 号。以下「法」という。）第２条第１項に規定す

る建設工事をいう。 

 (２) 特定建設工事共同企業体 大規模で技術的難度の高い工事の確実かつ円滑な施工を図る

ことを目的として、当該工事毎に結成される共同企業体をいう。 

 (３) 経常建設工事共同企業体 優良な中小の建設業者（法第２条第３項に規定する建設業者

をいう。）が継続的な協業関係を確保することにより、その経営力及び施工力を強化するこ

とを目的として結成される共同企業体をいう。 

 (４) 有資格業者 今治市契約規則（平成 17 年今治市規則第 63 号。以下「規則」という。）

第４条の規定による一般競争入札（指名競争）入札参加資格者として登録されている者をい

う。 

 （特定建設工事共同企業体の対象工事） 

第３条 特定建設工事共同企業体により競争入札等を行わせることができる市工事は、確実かつ

円滑な施工を図るために特定建設工事共同企業体による施工が必要と認められる市工事（１件

の予定価格が、次の各号に掲げる区分に応じ、当該各号に定める額以上の規模の市工事に限

る。）、市外の建設業者から市内の建設業者への建設技術の移転のため市外の建設業者と市内の

建設業者との共同施工が必要と認められる市工事、特殊な技術を要し、確実かつ円滑な施工を

確保するため技術力を特に結集する必要が認められる市工事その他共同施工が必要と認められ

る市工事とする。 

 (１) 土木工事 おおむね２億円以上のもの 

 (２) 建築工事 おおむね５億円以上のもの 

 (３) 設備工事 おおむね１億円以上のもの 

 (４) 水道工事 おおむね１億円以上のもの 

２ 前項の規定により、特定建設工事共同企業体により市工事の競争入札等を行わせることとし



た場合であっても、当該市工事に係る特定建設工事共同企業体（その構成員を含む。）以

外の有資格業者であって当該市工事を確実かつ円滑に施工することができると認められる

ものがあるときは、当該競争入札等に当該有資格業者を参加させることができる。 

 （特定建設工事共同企業体の入札参加資格） 

第４条 市工事の競争入札等に参加しようとする特定建設工事共同企業体は、次条から第９条ま

でに定める資格要件を満たすものでなければならない。ただし、工事の種別等を勘案し市長が

特に認めた場合は、この限りでない。 

 （特定建設工事共同企業体の構成員の数） 

第５条 構成員の数は、２者又は３者とし、工事ごとに市長が定めるものとする。 

 （特定建設工事共同企業体の構成員の組合せ） 

第６条 構成員の組合せは、次に掲げる要件のすべてを満たすものとする。 

 (１) 市工事に対応する工事種別（今治市建設工事競争入札参加資格に関する要綱（平成 17

年今治市要綱第 92 号。以下「競争入札参加資格要綱」という。）第７条第１項に規定する工

事種別をいう。以下同じ。）の競争入札参加資格要綱第７条の規定による等級別格付の等級

が最上位等級である有資格業者の自主結成による組合せ又は当該等級別格付の等級が最上位

等級である有資格業者及び当該等級別格付の等級が最上位等級の直近の下位等級である有資

格業者の自主結成による組合せであること。 

 (２) 一の特定建設工事共同企業体の構成員が、同一の市工事に係る他の特定建設工事共同企

業体の構成員でないこと。 

 （特定建設工事共同企業体の構成員の施工実績等） 

第７条 構成員は、次に掲げる要件のすべてを満たすものとする。 

 (１) 市工事を構成する一部の工種を含む工事について元請としての施工実績を有し、かつ、

市工事と同種の工事の施工実績を有する者でなければならないものとして、市長が市工事ご

とに定める工事の施工実績に関する要件を満たすこと。 

 (２) 市工事に対応する法の許可業種につき、当該許可を受けてからの営業年数が３年以上あ

ること。ただし、相当の施工実績を有し、確実かつ円滑な共同施工が確保できると認められ

る場合にあっては、この限りでない。 

 (３) 市工事に対応する法の許可業種に係る監理技術者又は国家資格を有する主任技術者を工

事現場に専任で配置することができること。 

 （特定建設工事共同企業体の構成員の出資比率） 

第８条 構成員の出資比率の最小限度は、次のとおりとする。 

 (１) 構成員が２者の場合 30 パーセント以上 



 (２) 構成員が３者の場合 20 パーセント以上 

 （特定建設工事共同企業体の代表者） 

第９条 代表者は、構成員のうち、最大の施工能力を有し、かつ、その出資比率が構成員中最大

の者であるものとする。 

 （特定建設工事共同企業体による競争入札の公告） 

第 10 条 市長は、特定建設工事共同企業体により競争入札を行わせようとするときは、あらか

じめ次に掲げる事項を公告しなければならない。 

 (１) 入札方式 

 (２) 競争入札の場所及び日時 

 (３) 特定建設工事共同企業体により競争入札を行わせる工事である旨及び当該工事名 

 (４) 工事場所 

 (５) 工事概要 

 (６) 工期 

 (７) 競争入札参加資格審査申請の受付期間及び提出先 

 (８) 特定建設工事共同企業体の入札参加資格 

 (９) 特定建設工事共同企業体の有効期間 

 (10) 前各号に掲げるもののほか、市長が必要があると認める事項 

 （特定建設工事共同企業体の入札参加資格の審査） 

第 11 条 前条の規定により公告された市工事について特定建設工事共同企業体を結成して競争

入札に参加しようとする者は、前条第７号の受付期間内に、特定建設工事共同企業体競争入札

参加資格審査申請書（別記様式第１号）に次に掲げる書類を添えて市長に提出し、資格審査を

受けなければならない。ただし、開札後に資格審査をする競争入札については、この限りでな

い。 

 (１) 特定建設工事共同企業体協定書の写し 

 (２) 前号に掲げるもののほか、市長が必要があると認める書類 

２ 市長は、前条の規定により公告した市工事につき前項の申請書を受理したときは、資格審査

を行い、申請者に対しその結果を通知するものとする。 

 （経常建設工事共同企業体の競争入札等への参加） 

第 12 条 市工事の競争入札等に参加しようとする経常建設工事共同企業体は、等級別格付をさ

れたものでなければならない。 

２ 前項の等級別格付については、競争入札参加資格要綱の規定による等級別格付の例による。 

 （経常建設工事共同企業体の選定及び発注区分） 



第 13 条 経常建設工事共同企業体についての競争入札参加資格要綱第７条の規定の適用につい

ては、前条第１項の規定による等級別格付を競争入札参加資格要綱第７条の規定による等級別

格付とみなす。 

 （経常建設工事共同企業体の資格要件） 

第 14 条 第 12 条第１項に規定する等級別格付は、次条から第 18 条までに定める資格要件を満

たす経常建設工事共同企業体について行うものとする。 

 （経常建設工事共同企業体の構成員の数） 

第 15 条 構成員の数は、２者又は３者とする。 

 （経常建設工事共同企業体の構成員の組合せ） 

第 16 条 構成員の組合せは、次に掲げる要件のすべてを満たすものとする。 

 (１) 中小企業基本法（昭和 38 年法律第 154 号）第２条に規定する中小企業者に該当する有

資格業者の組合せであること。 

 (２) 市工事に対応する工事種別の競争入札参加資格要綱第７条の規定による等級別格付の等

級が同一等級又はその直近の等級である有資格業者の自主結成による組合せであること。た

だし、次に掲げる場合にあっては、この限りでない。 

  ア 一の有資格業者の市工事に対応する工事種別の競争入札参加資格要綱第７条の規定によ

る等級別格付の等級が他の有資格業者の当該等級別格付の等級の２等級下位の等級である

組合せである場合であって、下位の有資格業者に十分な施工能力があると認められるとき。 

  イ 経常建設工事共同企業体が、第 12 条第１項の規定により等級別格付をされた後におい

て、その構成員の等級別格付が変更され、等級に係る組合せの要件に適合しなくなった場

合であって、継続的な協業関係を維持していると認められるとき。 

 (３) 一の経常建設工事共同企業体の構成員が、他の経常建設工事共同企業体の構成員でない

こと。 

 （経常建設工事共同企業体の構成員の施工実績等） 

第 17 条 構成員は、次に掲げる要件のすべてを満たすものとする。 

 (１) 第 12 条第１項の規定による等級別格付を受けようとする工事種別の工事について元請

としての施工実績を有すること。ただし、当該工事種別の工事について下請けとしての施工

実績を有する場合であって、当該工事種別の工事を確実かつ円滑に施工できる能力を有する

と認められるときは、この限りでない。 

 (２) 第 12 条第１項の規定による等級別格付を受けようとする工事種別に対応する法の許可

業種につき、法の許可を受けてからの営業年数が３年以上あること。ただし、相当の施工実

績を有し、確実かつ円滑な共同施工が確保できると認められる場合にあっては、この限りで



ない。 

 (３) 市工事の請負金額が建設業法施行令（昭和 31 年政令第 273 号）第 27 条第１項に規定す

る金額である場合にあっては、当該市工事に対応する法の許可業種に係る監理技術者又は国

家資格を有する主任技術者を工事現場に専任で配置することができること。 

 （経常建設工事共同企業体の構成員の出資比率） 

第 18 条 構成員の出資比率の最小限度は、次のとおりとする。 

 (１) 構成員が２者の場合 30 パーセント以上 

 (２) 構成員が３者の場合 20 パーセント以上 

 （経常建設工事共同企業体の入札参加資格の審査） 

第 19 条 競争入札等に参加しようとする経常建設工事共同企業体は、あらかじめ経常建設工事

共同企業体競争入札参加資格審査申請書（別記様式第２号）に次に掲げる書類を添えて、別に

定める受付期間内に、市長に提出し、資格審査を受けなければならない。 

 (１) 経常建設工事共同企業体協定書の写し 

 (２) 前号に掲げるもののほか、市長が必要があると認める書類 

２ 市長は、前項の申請書を受理したときは、資格審査を行い、入札参加資格があると確認した

ときは、等級別格付を行うものとする。 

３ 経常建設工事共同企業体は、第１項に規定する経常建設工事共同企業体競争入札参加資格審

査申請書又はその添付書類の記載事項に変更があったときは、市長に速やかに変更の届出をし

なければならない。 

 （経常建設工事共同企業体の解散等） 

第 20 条 経常建設工事共同企業体の構成員が法第 29 条又は第 29 条の２の規定により許可を取

り消されたときは、当該経常建設工事共同企業体は解散したものとみなす。 

２ 経常建設工事共同企業体が解散したとき又は前項の規定により解散したものとみなされたと

きは、その代表者は、解散した旨を市長に速やかに届け出るものとする。 

 （入札書） 

第 21 条 共同企業体の入札書には、共同企業体の名称及びその代表者である構成員を明記の上、

構成員全員が連名で記名押印するものとする。ただし、代表者に他の構成員全員が入札に関す

る権限を委任している場合には、共同企業体の代表者のみが記名押印することで足りる。 

 （契約書） 

第 22 条 共同企業体の工事請負契約書には、共同企業体の住所及び名称並びにその代表者であ

る構成員を明記の上、構成員全員の連名で記名押印するものとする。 

 （委任） 



第 23 条 この要綱に定めるもののほか、市工事の競争入札等における共同企業体の取扱いに関

し必要な事項は、市長が定める。 

   附 則 

 （施行期日） 

１ この要綱は、平成 17 年１月 16 日から施行する。 

 （経過措置） 

２ この要綱の施行の日の前日までに、合併前の今治市建設工事共同企業体事務取扱要綱又は朝

倉村建設工事共同企業体事務取扱要綱の規定によりなされた手続その他の行為は、それぞれこ

の要綱の相当規定によりなされたものとみなす。 

 （平成 25 年４月１日から平成 31 年３月 31 日までの間の対象工事の特例） 

３ 平成 25 年４月１日から平成 31 年３月 31 日までの間、特定建設工事公共企業体により競争

入札等を行わせることができる市工事に関する第３条第１項の規定の適用については、同項第

２号中「２億円以上」とあるのは「５億円以上」と、同項第３号及び第４号中「5,000 万円以

上」を「１億円以上」と読み替える。 

   附 則（平成 17 年今治市要綱） 

 この要綱は、平成 17 年４月１日から施行する。 

   附 則（平成 19 年６月 25 日今治市要綱） 

 この要綱は、平成 19 年６月 25 日から施行し、同日以後に発注する工事について適用する。 

   附 則（平成 23 年２月１日今治市要綱） 

 この要綱は、平成 23 年２月１日から施行する。 

   附 則（平成 23 年 10 月１日今治市要綱） 

 この要綱は、平成 23 年 10 月１日から施行する。 

   附 則（平成 24 年３月 28 日今治市要綱） 

 この要綱は、平成 24 年４月１日から施行する。 

   附 則（平成 25 年３月 26 日今治市要綱） 

 この要綱は、平成 25 年４月１日から施行する。 

   附 則（平成 27 年 12 月 22 日今治市要綱） 

 この要綱は、平成 28 年４月１日から施行する。 

附 則（平成 31 年３月 13 日今治市要綱） 

 この要綱は、平成 31 年４月１日から施行する。 



様式第１号（第 11 条関係） 

特定建設工事共同企業体競争入札参加資格審査申請書 

 

特定建設工事共同企業体競争入札参加資格審査申請書 

年  月  日 

 今治市長 様 

共同企業体の事務所の所在地          

   共同企業体の名称     共同企業体     

共同企業体の代表者の商号
又は名称及び代表者氏名 

 
印

 
共同企業体の構成員の商号
又は名称及び代表者氏名 

 
印

 
共同企業体の構成員の商号
又は名称及び代表者氏名 

 
印

 
 
  今般連帯責任によって請負工事の共同施工を行うため、   を代表者とする   共同
企業体を次のとおり結成したので、同企業体を   年度において今治市の発注する   
工事の競争入札に参加したいので添付書類を添えて入札参加資格の審査を申請します。 

  なお、この申請書及び添付書類の記載事項は、事実と相違ないことを誓約します。 
  また、   年度において今治市の発注する   工事について次の権限を   共同企
業体代表者に委任します。 

  (１) 工事の入札及び見積りに関する一切の権限 
  (２) 工事請負契約に関する一切の権限 
  (３) 工事完成保証に関する一切の権限 
  (４) 工事請負代金の請求及び受領に関する一切の権限 
  (５) 上記権限の範囲内において、復代理人を選任する権限 
  (６) その他工事の施工に係る届出及び報告に関する一切の権限 
 
 １ 共同企業体の構成員 

 

 ２ 工事の入札、見積り、請負契約及び請負契約に基づく行為に使用する印鑑 

 

 

 

 

 注 次に掲げる書類を添付すること。 

  (１) 特定建設工事共同企業体協定書の写し 

  (２) その他市長が必要があると認める書類 

区分 商号又は名称 許可番号 許可年月日 
許可業種 

（略号） 

出資割合 

（％） 

代表者      

構成員      

構成員      

印 鑑 

  



様式第２号（第 19 条関係） 

経常建設工事共同企業体競争入札参加資格審査申請書 

 

 

   年度経常建設工事共同企業体競争入札参加資格審査申請書 

年  月  日 

 今治市長 様 

共同企業体の事務所の所在地          

共同企業体の名称     共同企業体     

 

 共同企業体の代表者の商号又は

名称及び代表者氏名 
印 

 

 共同企業体の構成員の商号又は

名称及び代表者氏名 
印 

 

 共同企業体の構成員の商号又は

名称及び代表者氏名 
印 

 

 

  今般連帯責任によって請負工事の共同施工を行うため、   を代表者とする   共同企業体を次のとおり結成したので、同企業体

を   年度において今治市の発注する建設工事の競争入札等に参加したいので添付書類を添えて入札参加資格の審査を申請します。 

  なお、この申請書及び添付書類の記載事項は、事実と相違ないことを誓約します。 

  また、   年度において今治市の発注する建設工事について次の権限を   共同企業体代表者に委任します。 

  (１) 工事の入札及び見積りに関する一切の権限 

  (２) 工事請負契約に関する一切の権限 

  (３) 工事完成保証に関する一切の権限 

  (４) 工事請負代金の請求及び受領に関する一切の権限 

  (５) 上記権限の範囲内において、復代理人を選任する権限 
  (６) その他工事の施工に係る届出及び報告に関する一切の権限 

 

 

構成内容 

共同企業体の名称 共同企業体 
共同企業体の代表者の商号 
又は名称及び代表者氏名 

  

共 同 企 業 体 の 事 務所の

所在地 

 

電話（   ）    ―       

  
前年度 
のもの 
を更新 

構 成 の 内 容 
経営事項審査結果 

総合数値 

※ 

格付け 
許 可 番 号 及 び 

許可年月日 
主たる営業所の所在地 

商号又は名称 

及び代表者氏名 

出資 

割合 

 

(％) 

  組替 
      

  新規 

      発注を希望す 
る工種 

  
一般 
土木 

土

木 

      
  舗装 

  港湾 
入札、見積り、請負契約及び請負 

契約に基づく行為に使用する印鑑 

※ 

 

共 同 企 業 体 の 客 観

数値及び格付け 
      

  不燃 建

築 

  

合併の計画 

合併の時期 資 本 規 模  型 態 方 法 
  木造 

  管 

年  月 万 円  

  □株  □有 

  □資  □名 

（該当する□にレ印を付けること。） 

  □吸収 □新設 

 

（該当する□にレ印を付けること。） 
  電気 

    備考   

 



 注１ ※印のある箇所は、記入しないこと。 
  ２ 次に掲げる書類を添付すること。 
   (１) 経常建設共同企業体協定書の写し 

   (２) その他市長が必要があると認める書類 

 

 


